
１．はじめに 

1.1．研究の背景と目的 

近年，全国各地の河川流域で，豪雨による水害が

多発している．令和 2年 7月豪雨では，7月 3日か

ら 7 月 31 日にかけて，日本付近に停滞した前線の

影響から全国各地で大雨となり，死者 82名，行方不

明者 4名，住家の全半壊 4,558棟，住家浸水 13,934

棟の極めて甚大な被害が広範囲で発生した．大分県

日田市においては，観光資源である温泉を有する天

瀬町や，急激な高齢化と過疎化が進む津江地域にお

いて甚大な被害を受け，中山間地域における災害の

深刻さが顕著に現れた．このような地域で災害が発

生した場合，支援が困難となり，復旧・復興に長期

間を要するという課題がある． 

国土交通省（2018）は，発災後のことを考えなが

ら，災害復興への備えとして事前に準備するため，

「復興まちづくりのための事前準備ガイドライン」

を作成し，事前復興の必要性や取り組み内容などを

明記することで，事前復興を推進している．しかし，

南海トラフ地震や首都直下地震の想定区域では着手

率が高い一方で，全自治体の約半数は未検討である

という課題がある．近年，激甚化する水害の状況を

踏まえると，地震や津波だけでなく，水害リスクを

想定した発災前からのまちづくりは重要な視点であ

る． 

そこで本稿では，令和 2年 7月豪雨で被災した大

分県日田市において，現状の空間構造と課題を把握

し，今後も水災害が起こり得る地域の将来的な空間

構造を提案する．まず，人口動態や拠点となり得る

ために必要な施設（以下，拠点機能施設）数から空

間構造の現状と課題を把握する．続いて，拠点機能

施設や主要道路へのアクセス性を評価し，人口増減

率も考慮することで，人口集約に向けた拠点を設定

する．最後に，設定した拠点周辺の浸水想定区域を

把握した上で，事前復興に繋がる段階的な空間構造

を提案する． 
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1.2．既往研究と本研究の位置付け 

岩下ら（2017）は人口減少が進む中山間地域にお

いて，居住エリアの持続可能性を評価するため，地

域分類を行った．生活を支える施設として，物販や

医療・福祉施設を分析対象に，集落ごとの施設数を

もとに地域の持続可能性評価している．しかし，日

田市は地区ごとに面積が異なるため，施設数のみで

居住エリアの持続可能性や生活利便性を評価するこ

とは困難であると考える．水害常襲地域における事

前復興を考慮した空間構造のあり方については先行

研究が少ない．木内（2019）は水害リスクを考慮し

た規制・誘導の課題と可能性について考察した．し

かし，実際の地域を対象とした現実的な空間構造の

提案は行っていない．災害に強いまちづくりに向け

て，水害リスクの高い地区において，地域の現状を

把握し，将来の空間構造を検討することは重要であ

る． 

 そこで本研究では，水害常襲地である日田市を対

象に，人口動態や拠点機能施設の分布から空間構造

を把握し，各拠点機能施設や主要道路へのアクセス

性評価を行い，人口増減率を考慮した上で拠点を設

定することで将来的な人口集約を目指し，事前復興

に向けた第一歩とする．さらに，拠点周辺の浸水想

定区域を捉えた上で，事前復興に繋がる段階的な空

間構造を提案する． 

 

２．研究対象地の概要 

2.1．大分県日田市の概要 

 大分県日田市（2021）は大分県の西部，福岡県と

熊本県に隣接した北部九州のほぼ中央に位置し，周

囲を阿蘇，くじゅう山系や英彦山系などの山々に囲

まれる．人口 63,970人，世帯数 27,441 世帯であり，

面積 666.03km2である．平成 17年 3月 22日に旧日

田市と日田郡前津江村，中津江村，上津江村，大山

町，天瀬町の 5町村が合併して今の日田市となった．

日田市は 21地区に分けられる（図１）． 

 

2.2．令和 2年 7月豪雨の被害状況 

 日田市内の主な被害として北友田 3 丁目では，筑

後川氾濫により，市営住宅 6棟を含む住宅が床上浸

水した．中津江村栃野では「津江老人福祉センター」

の裏山で土砂崩れが起き，建物内まで土砂が流れ込

んだ．また，日田市の観光地のひとつである天瀬地

区では，7月 7日の玖珠川氾濫により，旅館 14 軒の

うち 8 軒が被害を受け，設備機能を有する 1 階部分

の浸水や温泉の配管流出，源泉や露天風呂への土砂

災害などが多くの場所で確認された．また，温泉街

のシンボルである「朱い吊り橋」や鉄橋の破壊など

により風景が一変した（図２）． 

 ３．空間構造の課題と現状 

 日田市の人口を把握するため，国土交通省（2017）

『将来人口・世帯予測ツール V2』を用いて，日田市

の将来人口の予測を行う．この際，国勢調査（2015）

の『小地域人口・世帯データ』を用いて，コーホー

ト要因法により算出した．表１に 5年ごとに推計し

た人口を示す．また，図３，４に 2015と 2045年の

人口分布をそれぞれ示し，表２に両年の人口別メッ

シュ数とその割合を示す．表１より 2015 年の人口
66,523人が，2045年には 39,300人と，約 40%減少
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図２ 令和 2年 7月豪雨による天瀬地区の被害 



している．図３，４より，どちらも都市計

画区域内の中心部に人口が集中しており，

郊外に広がるほど人口が減少している．表

２より，2015 年に比べ 2045 年は 10 人以

下のメッシュ数が約 16 倍に増加し，50 人

以上のメッシュ数が 3分の 1 以下に減少し

ている．一方で，100人より多いメッシュ数

は 2.6%増加している．多くのメッシュで減

少した人口の一部が都市部に流入すること

で，人口の集約が進んだと考える． 
 

４．空間構造からみる拠点設定 

 拠点機能施設数を把握することで，地域

の特徴を捉える．さらに，拠点機能施設や

主要道路へのアクセス性評価を行い，生活

利便性を 5 段階評価し，日田市内で拠点となり得る

メッシュを抽出する． 

 

4.1．拠点機能施設数による地区の特徴把握 

 拠点機能施設に関して，大分市（2019）の立地適

正化計画を参考とし，医療，教育，金融，交通，行

政，子育て，商業，福祉，文化・交流の 9 項目につ

いて評価する．地域分類については 21地区で行う．

表３に各地区が有する拠点機能施設数を項目ごとに

示す．表３より，最も多く施設を有している地区は

天瀬地区であり， 6 項目で最多となり，続いて，現

在の日田市の中心部である咸宜地区，光岡地区とな

った．都市計画区域内で拠点機能施設が集中するだ

けでなく，区域外である天瀬地区で最も施設数が多

く，天瀬地区も拠点となり得ると考えられる．  

 

4.2．拠点機能施設・主要道路への距離によるアクセ

ス性評価 

前節に加え，各地区の面積の違いを考慮するため，

拠点機能施設と主要道路への距離を計測し，アクセ

ス性を評価する． 

表１ 日田市の将来人口推計 

表２ 2015年と 2045年における人口別メッシュ数とその割合の比較 

推計人口 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年

総数（人） 63,849 62,507 74,165 70,940 66,523 61,962 57,309 52,651 48,145 43,650 39,300

男性（人） 30,112 29,291 34,929 33,429 31,435 29,331 27,167 24,996 22,862 20,755 18,745

女性（人） 33,727 33,216 39,236 37,511 35,088 32,633 30,143 27,657 25,277 22,903 20,550

メッシュあたりの人口
2015年 2045年

メッシュ数 構成比（割合%） メッシュ数 構成比（割合%）

5人以下 0 0 232 13.2

5人より多く10人以下 33 1.9 289 16.4

10人より多く30人以下 671 38.1 800 45.4

30人より多く50人以下 701 39.8 343 19.5

50人より多く70人以下 271 15.4 30 1.7

70人より多く100人以下 80 4.5 49 2.8

100人より多い 5 0.3 18 1.0

図４ 2045年の人口分布 図３ 2015年の人口分布 



まず，ネットワーク解析で，各拠点機能施設とメ

ッシュの重心との距離を計測し，その距離に応じて

以下のようにポイント（pt）を付与する．徒歩圏の距

離設定については，国土交通省（2014）の「都市構

造の評価に関するハンドブック」を参考とし，半径

500m 以内を 3pt，半径 800m 以内を 2pt，半径 800m

以内に存在しない場合を 1pt と設定した．ただし，

バス停は誘致距離を考慮し，半径 300m 以内を 3pt，

半径 500m 以内を 2pt，半径 800m 以内に存在しない

場合を 1ptと設定した．  

 次に，交通利便性を評価するため，主要道路であ

る国道からの距離に応じて，ポイント（pt）を付与す

る． ポイントの設定に関して，奥田（2018）らの手

法を参考とし，1km 以内を 3pt，2-3kmを 2pt，4km

以上を 1ptと設定した． 

以上を踏まえ，生活利便性を評価するため，各拠

点機能施設と主要道路への距離の各ポイントを乗じ

て重み付けを行い，5 段階で評価を行なった．ただ

し，各ポイントの積が 31-33，34-35，36-37，38-39，310-

311の値を取るとき，それぞれランク 1，2，3，4，5

とする．図５に 100m メッシュごとの評価結果を示

す．生活利便性が高いランク 4，5が都市計画区域内

の中心部に密集しており，その周囲にランク 3 以下

が分布している．したがって，日田市は都市計画区

域内に機能の集約が進んでおり，人口が集中してい

る場所と一致していることが明らかとなった．また，

都市計画区域外でランク 4，5 と評価したメッシュ

は，国道沿いに分布している場合が多いことから，

区域外における生活利便性の高低は，区域内と区域

外を繋ぐための道路が大きく影響を及ぼしていると

考えられる． 

 

4.3．生活利便性評価と人口増減率による拠点メッシ

ュの抽出 

 ランク 4，5 と評価した生活利便性が高いメッシ

ュについて，人口増減率を考慮することで，将来的

に人口の維持が可能であり，生活利便性が高い拠点

メッシュを抽出する．2045 年の人口増減率の平均−

標準偏差を基準とし，都市計画区域内と区域外それ

ぞれの人口増減率 -48.971，-85.079 を下回るメッシ

ュを除外し，拠点メッシュを抽出した．図６に拠点

メッシュの分布状況を示す．都市計画区域内で拠点

メッシュを含む地区は，隈，竹田，咸宜，桂林，田
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表３ 21地区における拠点機能施設数 

図５ 5 段階評価の結果 



島，光岡，三花となり，日田市の中心となっている

地区である．また，区域外で拠点メッシュを含む地

区は，大鶴，天瀬，大山となり，国道沿いに拠点メ

ッシュが存在することから，交通利便性が良いとい

う特徴をもつ． 

 次に，国土数値情報（2020）の『浸水想定区域デ

ータ』を用いて，拠点メッシュ周辺の水害リスクを

把握する．図７に拠点メッシュとその周辺の浸水想

定深さを示す．都市計画区域内では，三隈・花月川

周辺のほぼ全域で浸水が想定されており，浸水想定

深さ 5.0m 以上の拠点メッシュが存在する．区域外

では，天瀬地区の豊後中川駅周辺で水害リスクが想

定されている．人口が集中する拠点メッシュ周辺は，

今後も人口が大きく減少しないと考えられるが，将

来的にも水害による甚大な被害が懸念されることか

ら，防災・減災の取り組みが必要である． 

 

５．空間構造の提案と事前復興への展開 

 拠点メッシュが集中するエリアのうち，都市計画

区域内で水害リスクが高い花月川周辺の空間構造を

提案する．花月川周辺は全域で浸水が想定されてい

るが，全域から住居を撤退することは人口動態の観

点からも困難である．そこで，図８に示す撤退想定

エリアは，令和2年7月豪雨の際に浸水したエリア，

または浸水想定深さ 1.0m 以上のエリアとした．ま

た，人口動態を考慮すると，撤退想定エリアを全て

除いたところに居住誘導エリアを設定することは困

難である．そこで，第 1，第 2，最終段階と 3 段階を

想定することで，段階的な居住推奨エリアの集約を

行う（図９）．この際，第 1 段階では，令和 2年 7月

豪雨で浸水したエリアと浸水想定深さ 5.0m 以上の

エリアを早急に対応すべきエリアとし，居住誘導エ

リアから除外した． 

以上のように，現状の都市構造に応じて，段階的

に安全・安心なまちにしていくことが望ましいと考

える．過去の災害事例を契機として，様々な要素か

ら空間構造を分析し，まちの将来像を住民が理解可

能な形で提案することが，今後起こり得る災害に対

しての準備「事前復興」に繋がると考える．  
 

６．おわりに 

 本稿では，令和 2年 7月豪雨で被災した大分県日

田市を対象に，現状の空間構造を把握し，生活利便

性や人口増減率を考慮することで拠点を設定した．

さらに拠点周辺の浸水想定区域を把握した上で，段

階的な空間構造を提案した． 

日田市の将来人口は 2045年に 39,300人となり，

2015年比で 40%減少する想定となった．全体的に人

口減少の傾向となったが，メッシュ内人口が 100人

を超える地域は 3.6 倍増加する予測となった．竹田

地区や咸宜地区など JR 日田駅前の生活利便性が高

いエリアに人口が集約すると考えられる． 

生活利便性の評価では，地区全体が都市計画区域

内に位置する隈，竹田，咸宜，桂林，田島の計 5地

区と，区域外の大山，天瀬地区が利便性の高いエリ

アを有することが明らかになった．さらに，人口増

減率を考慮し，将来的に人口を維持することが可能

であるかの評価から，拠点メッシュを設定した．拠

図７ 拠点メッシュと浸水想定深さの関係 

図６ 拠点メッシュの分布状況 
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点に設定した天瀬地区の豊後中川駅周辺では浸水想

定深さ 5.0m 以上となった．  

以上を踏まえ，日田市の空間構造や人口動態を把

握し，拠点メッシュ周辺の水害リスクを考慮した上

で，生活利便性が高く，安全・安心に暮らすことが

できるまちに向けての人口集約を目指し，3 段階の

空間構造を提案した．激甚化する災害に対して，地

域の現状を把握し，将来を見据えて計画的にまちづ

くりを行うことが，水害だけでなく，様々な災害リ

スクを考慮した事前復興に繋がると考える． 
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図８ 撤退想定エリアの分布 

図９ 3 段階を想定した空間構造の提案 
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